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10
那覇空港地上業務
省人化等支援事業

⑧地域公共
交通・物流
や地域観光
業等に対す
る支援

人材が不足している地上支援業務（グラ
ンドハンドリング業務や警備業務）の人
材不足を補うため、先端機器を導入して
省人化・省力化を図る事業者を支援する
ほか、航空需要の回復に伴い増加してい
る那覇空港の利用者を公共交通機関に誘
導するデジタルサイネージ等の先端機器
導入を支援することで公共交通の利用促
進や県経済の活性化を図る。

180,077
・２事業者（グランドハンドリング事業者：１
社、施設管理者：１社）に対し、機器導入に係る
補助を実施した。

・グランドハンドリング事業者において、航空
機への貨物・手荷物の搭降載に係る先端機器(５
基)が導入され、グランドハンドリング業務の省
力化が図られた。
・施設管理者において、セキュリティ強化等の
ため、将来的なAI監視システム導入に必要な防
犯カメラ(132台)が整備され、警備業務の迅速化
を図られた。また、公共交通利用促進のための
デジタルサイネージ(６基)等の整備を行うこと
により、もって那覇空港の構内道路の混雑や駐
車場不足の解消に役立てられた。

企画部

11
沖縄県交通事業者
安全・安心確保支
援事業

⑧地域公共
交通・物流
や地域観光
業等に対す
る支援

コロナ禍において、原油価格・物価高騰
等の影響を強く受けた公共交通事業者に
対して、燃料の使用量に応じた高騰分に
対する補助金及び地域に必要不可欠な交
通手段を確保するため、運行継続を支援
する。

234,740

・乗合バス事業者12者に対し4,145万円、貨物自
動車運送事業者115者に対し１億3,685万２千円、
離島航路事業者４者に対し2,963万９千円、離島
航空路事業者１社に対し2,419万７千円の補助金
を支給した。

・ほとんどの事業者が事業を継続している。 企画部

13
医療施設等物価高
騰対策支援事業
（11月補正）

⑤医療・介
護・保育施
設、学校施
設、公衆浴
場等に対す
る物価高騰
対策支援

物価高騰の影響を受けている医療施設等
に財政支援し、提供する医療の質の確保
等を図る。

37,337
・補助対象施設 2,753施設のうち、申請のあった
202施設に補助金を交付。総額3,474万7千円の補
助を行った。

・医療施設等の経営負担が一定程度軽減され、
医療施設等の事業継続等に一定の効果があっ
た。

保健医療
介護部

15

沖縄県和牛子牛生
産者緊急支援事業
（令和６年１～３
月分）

⑥農林水産
業における
物価高騰対
策支援

近年における飼料費等生産コストの急激
な上昇及び子牛価格の下落などから、子
牛生産農家の経営状況は、生産コストが
販売額を上回る厳しい状況に追い込まれ
ている。県内の子牛生産体制を維持する
ため、県内肉用子牛販売価格の下落分に
対し一部助成を行う。

165,680

・令和６年１月～３月にかけて、県内肉用子牛
2,729頭の販売価格下落への一部補助（総額
164,559千円）を実施した。
・事業実施主体への事務補助：1,121千円

・本事業を実施したことで、農家の経費負担低
減に一定の効果があり、県内畜産農家の経営安
定に繋がったと考える。

農林水産
部

16
粗飼料価格高騰緊
急対策事業
(令和５年度)

⑥農林水産
業における
物価高騰対
策支援

飼料価格高騰の影響を緩和し、畜産農家
の経営維持を目的とする。これにより畜
産経営が安定化する。

46,852

・本島中南部、北部、宮古、八重山地区において
それぞれ事業説明会を農家及び飼料販売業者、関
係機関を対象に行い、周知を図った。
・県内酪農家及び肥育牛農家74戸に対して、
46,744,494円を交付した。

・物価高騰に伴い、飼料費が高騰したことか
ら、県内の安定的な畜産業を維持するために、
緊急的に本事業を実施した。農家の飼料費負担
を軽減することで、農家の生産意欲を向上させ
た。

農林水産
部

17

配合飼料価格差補
助緊急対策事業
（令和６年３月
分）

⑥農林水産
業における
物価高騰対
策支援

原油価格の高騰、ウクライナ情勢、円安
等によって、配合飼料価格が高騰してお
り、畜産農家の飼料費負担が増加したこ
とから、経営が維持できない危機的状況
にある。そのため、配合飼料価格の一部
を補助することで、農家の飼料費負担を
軽減し、畜産経営の維持を図る。

47,768

・事業実施主体と連携し、県内畜産農家に対して
配合飼料価格安定制度及び本事業の周知を行っ
た。
・配合飼料価格安定制度に加入している県内畜産
農家1,764戸を対象として、47,767,975円を交付
した。

・物価高騰の影響により、配合飼料価格の急激
な高騰、高止まりにより畜産農家の経営状況が
逼迫する中、本事業における支援により配合飼
料購入価格による負担軽減に繋がった。

農林水産
部

令和５年度　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金実施計画記載事業の効果検証（令和６年度完了事業分）
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18
沖縄電気料金高騰
緊急対策事業

⑨推奨事業
メニュー例
よりもさら
に効果があ
ると判断す
る地方単独
事業

物価高騰等の影響を受けた事業者・生活
者支援の一環として、国が実施する「電
気・ガス価格激変緩和対策事業」に加
え、県内全ての受電契約者（低圧、高
圧、特別高圧）に対する負担軽減を図る
ための緊急的な対策を実施する。

1,319,994

〔低　　圧〕
　小売電気事業者10者に対して合計664,006千円
の補助金を交付し、電気料金の値引き支援を行っ
た。
〔高　　圧〕
　小売電気事業者12者に対して合計434,863千円
の補助金を交付し、電気料金の値引き支援を行っ
た。
〔特別高圧〕
　受電契約者24者に対して合計378,177千円の補
助金を交付し、電気料金高騰の負担軽減を図っ
た。

・低圧、高圧の値引き支援を行ったことで、物
価高騰の影響を受けた受電契約者の負担軽減に
一定の効果があったと考える。
・特別高圧の電気料金高騰の影響を受けた受電
契約者に対して補助金を交付したことで、大型
工場等で製造される製品の価格高騰が一定程度
抑制され、大型商業施設等に入居しているため
に低圧・高圧の電気料金値引きを受けられない
テナント等の負担軽減にも繋がったと考える。

商工労働
部

19
LPガス料金高騰支
援事業

⑨推奨事業
メニュー例
よりもさら
に効果があ
ると判断す
る地方単独
事業

LPガス料金高騰の影響を受けた事業者や
県民の負担軽減を図るための緊急的な対
策を実施する。

482,141
・県内LPガス販売事業者（223者）に対して合計
479,361千円の補助金を交付し、LPガス料金の値
引き支援を行った。

・LPガス受給契約者(約55万戸)に対して、令和
６年１月～３月使用分を対象に最大900円の値引
き支援を行ったことで、物価高騰による影響の
負担軽減に一定の効果があったと考える。

商工労働
部

20
貸切バス活用支援
事業

⑧地域公共
交通・物流
や地域観光
業等に対す
る支援

長引く新型コロナウイルス感染症の影
響、さらに原油価格・物価高騰に伴う影
響を大きく受ける貸切バスの利用促進等
を図る。

51,283
・貸切バス事業者（累計64事業者）から申請があ
り、補助金51,283千円の交付を行った。

・本事業により利用運賃を低減した貸切バス事
業者に補助金を交付することで、原油価格、物
価高騰に伴う燃料費の影響を大きく受けた貸切
バス事業者の事業継続に一定の効果があったと
考える。

文化観光
スポーツ
部

21
観光２次交通バス
停等環境整備事業

⑧地域公共
交通・物流
や地域観光
業等に対す
る支援

長引く新型コロナウイルス感染症の影
響、さらに原油価格・物価高騰に伴う影
響を大きく受ける路線バスの利用促進等
を図るため、バス停上屋の設置・更新、
運行情報等の交通案内を表示するサイ
ネージ等の設置の環境整備を支援する。

3,984
・バス停上屋の設置：3,000千円×１件、サイ
ネージ設置：984千円×１件

・バス事業者に対し、バス停上屋の設置や交通
案内を表示するサイネージ設置に対する支援を
行ったことで、原油価格・物価高等の影響を受
けた路線バスの利用者増加に効果があったと考
える。

文化観光
スポーツ
部

22
修学旅行需要分散
化促進支援事業

⑧地域公共
交通・物流
や地域観光
業等に対す
る支援

修学旅行において探求学習やSDGｓ学習等
を希望する学校に対し、受入事業者との
マッチングの実施及び体験する際の経費
を支援することにより、修学旅行の行程
や場所、交通手段、時期の変更等を誘導
し、沖縄修学旅行における需要の分散化
を図るとともに、エネルギー価格や物価
高騰等の影響を受けている県内観光事業
者の旅行需要確保に向けた取組を支援す
る。

5,000

（令和６年度物価高騰対応重点支援地方創生臨時
交付金事業分を含む）
・支援件数　延べ48校（46校）（7,918 人）
・支援金額　52,941 千円

・物価高の影響を受けて限られた旅費予算での
修学旅行のなか、県内事業者の体験プログラム
追加にかかる経費を学校に支援することによ
り、同じく物価高騰の影響を受けた県内観光事
業者の旅行需要確保に一定の効果があったと考
える。また、修学旅行繁忙期（10～12 月）にお
ける訪問場所や交通手段の需要の分散化等を図
り、特定観光地における混雑緩和や混雑緩和に
伴う観光地滞在時間の有効活用による観光消費
額の増及び沖縄観光満足度の向上につながった
と考える。

文化観光
スポーツ
部
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23
クルーズ船２次交
通機能強化支援事
業

⑧地域公共
交通・物流
や地域観光
業等に対す
る支援

長引く新型コロナウイルス感染症の影
響、さらに原油価格・物価高騰に伴う影
響を大きく受けている貸切バス事業者の
支援を行うとともに、クルーズ船寄港時
の２次交通の強化を図り、地域経済効果
の増大を図るため、クルーズ船社と折半
にて無料循環バスを運行する。

5,208

・物価高騰により貸切バスの利用が減少する中、
MSC寄港時のオーバーナイト時に２日間で合計102
台の無料循環バスを運行した。
　初日：那覇港→瀬長島ウミカジテラス→豊崎
イーアス→国際通り→那覇港
　２日目：那覇港→おきみゅー（沖縄県立博物
館・美術館）→首里城→国際通り→那覇港

・通常の循環バスは15台/日程度だが、本事業は
１日当たり50台程度を活用したことで貸切バス
事業者を支援し、原油価格・物価高騰対策とし
て効果を発揮した。
・循環バスの台数を増やすことによって、これ
まで国際通り周辺の経済効果が、国際通り周辺
以外の各地域への波及効果につながった。

文化観光
スポーツ
部

24
那覇空港国際線ス
マートレーン導入
事業

⑧地域公共
交通・物流
や地域観光
業等に対す
る支援

長引く原油価格・物価高騰の影響を受け
る空港事業者において、昨今の国際航空
路線やインバウンドの急速な回復により
深刻な人手不足に陥っている状況に鑑
み、空港事業者が行う那覇空港国際線の
保安検査業務の省人化に資する設備投資
に対する支援を行い、事業者の負担軽減
を図る。

72,500
・那覇空港国際線にスマートレーン２台を導入、
令和７年３月末から稼働開始した。

・本事業により、那覇空港ターミナルビルの管
理事業者に補助金を交付することで、原油価
格・物価高騰の影響を受ける空港事業者の事業
継続に一定の効果があったと考える。
・那覇空港国際線では旅客の増加や保安検査員
の人手不足からピーク時には長い時間が発生す
るなど、保安検査場の混雑が深刻化していた。
本事業のスマートレーン導入により複数の旅客
が同時に検査を受けることが出来るため、保安
検査業務の省人化につながった。また、旅客の
保安検査の待ち時間は導入前のピーク時から約
1/3に軽減され、混雑状況の改善効果が見られ
た。

文化観光
スポーツ
部

25
修学旅行貸切バス
等受入体制緊急支
援事業

⑧地域公共
交通・物流
や地域観光
業等に対す
る支援

新型コロナウイルス感染症の影響の長期
化により利用が著しく低下し、また、昨
今の原油価格・物価高騰の影響を受け経
営が苦しい状況にある貸切バス事業者
が、深刻な人手不足により、県外からの
修学旅行等の団体旅行が受けられないお
それがあることから、緊急的に県外から
乗務員等を受け入れる貸切バス事業者に
対し、補助金を交付し、事業者の負担軽
減を図る。

20,958

・貸切バス７事業者に対し補助金20,529千円を交
付し、県外から運転手59人、バスガイド25人の計
84名の人材を確保し、修学旅行の未手配バスを解
消した。

・物価高の影響等で経営状況が苦しいバス事業
者に対し、本事業により運転手等の確保に係る
補助金を交付することで、物価高騰に伴う影響
を大きく受けた貸切バス事業者の事業継続及び
未手配バス解消に一定の効果があったと考え
る。
・県外から59人の運転手を招聘することにより
約2,050台のバス稼働が可能となり、修学旅行の
未手配バスを解消し、修学旅行を予定どおり受
け入れすることができた。
 （貸切バスの未手配で修学旅行が未実施となっ
た件数は０件であった）

文化観光
スポーツ
部


